予算要求資料
平成３０年度当初予算　　　支出科目　款：土木費　　項：住宅費　　目：住宅建設費
	事業名　　　ぎふ省エネ住宅建設支援事業費補助金


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　　　　都市建築部　住宅課　住宅企画係　電話番号：058-272-8693
　　　E-mail：c11659@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　　    １００，０００千円（前年度予算額：　１００，０００千円）

＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	100,000
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	100,000

	要求額
	100,000
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	100,000

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
温室効果ガスなど環境負荷の低減等を促進するため、躯体の断熱性や建築設備の効率性など省エネルギー性能や耐久性等に優れた住宅の普及を促進するとともに、県内工務店の育成支援を図るため並びに県外から県内への移住及び定住を促進するため施策を実施する。
（２）事業内容

　　　「建築物のエネルギー消費性能向上に関する法律（建築物省エネ法）」に基づく平成２８年省エネルギー基準(省エネ基準)に適合する新築住宅の取得又は既存住宅を省エネ基準に適合するよう改修する者に対し、県が補助を実施
　　　　
　　補助要件：一戸建ての住宅（住宅の用途部分が延べ面積の1/2以上）

省エネ基準に適合
住宅性能表示制度による劣化対策等級２以上に適合 

　　　　　　　延べ面積３００㎡未満の木造住宅（工業化住宅を除く）

　　　　　　　県内に本店を有し、建設業許可を取得している事業者により施工
　  補助額　：１戸あたり定額：最大４０万円
　※「長期優良住宅の認定を受けている住宅」又は「県外から県内へ移住す

る方の住宅」のいずれかに該当する場合は１０万円を加算

（３）県負担・補助率の考え方

一般財源：１００%

（４）類似事業の有無
　　　無し
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	補助金
	100,000
	ぎふ省エネ住宅建設支援事業費補助金

	合計
	100,000
	


	　決定額の考え方　




県単独補助金事業評価調書
	□  新規要求事業

	■  継続要求事業


	補助事業名
	ぎふ省エネ住宅建設支援事業費補助金

	補助事業者（団体）
	新築住宅の取得予定者又は既存住宅の改修者

（理由）高い省エネルギー性能等を有する住宅を普及

させるため

	補助事業の概要
	（目的）省エネ住宅の普及促進及び地域の地域工務店の育成支援並びに移住定住の促進
（内容）省エネ新築住宅等の取得等に要する費用に対する県の補助

	補助率・補助単価等
	定額・定率・その他（例：人件費相当額）
（４０万円。長期優良住宅又は県外から県内へ移住する方の住宅のいずれかに該当する場合１０万円加算）

（理由）国の住宅ストック循環支援事業の補助額を参

照

	補助効果
	省エネ住宅の普及促進

・地域の既存住宅ストックの活用、空き家発生の抑制

	終期の設定
	平成32年度

（理由）国による省エネ基準の全ての新市区住宅への適合義務化を予定する２０２０年(平成３２年)まで実施する。


（事業目標）
	・省エネ住宅の普及促進による環境負荷の低減及び地域工務店の育成並びに移住定住の促進


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前

	目標
(H３０年度末)
	目標

(終期)

	1 補助予定件数
	％
	250件
	1,000件

	
	％
	    ％
	     ％


	
	H26年度
	H27年度
	H28年度
	H29年度
	H30年度

（要求）

	補助金交付実績
	千円
	千円
	千円
	(予算額)

100,000

千円
	(要求額)

100,000

千円

	指標①目標
	
	
	
	250件
	250件

	指標①実績
	
	
	
	100件
	(推計値)

％

	指標①達成率
	％
	％
	％
	(推計値)
40％
	(推計値)
％

	指標②目標
	
	
	
	
	％

	指標②実績
	
	
	
	(推計値)


	(推計値)

％

	指標②達成率
	％
	％
	％
	(推計値)
％
	(推計値)
％


（前年度の成果）

	県内住宅団体等の協力があったため、事業開始年度で周知期間が短じかかったにもかかわらず、一定数の申込はあった。


（今後の課題）

	目標数を達成するために、広く個人へ周知することが必要。


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い　　△：必要性が低い

	(評価)
○
	環境負荷の低減等の促進施策の一つとしてとして、省エネ住宅の普及促進を図るため、基準を満たす住宅取得等を支援する事業は必要である。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

○：概ね期待どおりまたはそれ以上の成果が得られている

△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）
△
	Ｈ２９年度に開始された事業であり、まだ広く個人に周知されていないため、一定数の申込みはあったが、まだ期待どおりの成果を得られていない。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

○：効率化は図られている　　△：向上の余地がある

	(評価)
△
	県内住宅団体等の協力により、制度の周知期間が非常に短かったにも関わらず、効率的に事業者に広く周知することができたが、個人に対する周知については、向上の余地がある。


（事業の見直し検討）

	


（終期到来時の翌年度以降の事業方針）
	


